
第 40 回⽇本⾼⾎圧学会総会 会⻑特別企画８：災害時の⾼⾎圧診療を含む諸問題 

SP8-5 南海トラフ巨⼤地震における避難と健康被害の防⽌−⾼⾎圧性疾患を有する住⺠を念頭に 

Prevention of health-damaging of Refugees of Nankai Trough Giant Earthquake Focusing patients 

with Hypertension Related Diseases 

市⽴⼋幡浜総合病院⿇酔科・救急部 越智元郎 

（抄録） 
 南海トラフにおける海溝型（プレート間）地震は、⼀定の時間間隔で起こる「周期性」ならびに関連地震が同
時に起こる「連動性」および⼤規模な津波を伴うことが特徴であり、この地震により「東⽇本⼤震災」を超える
規模の地震が発⽣することが懸念されている（中央防災会議「南海トラフ巨⼤地震対策検討ワーキンググルー
プ」）。M8〜9 クラスの地震が 30 年以内に発⽣する確率は 2017 年 1 ⽉の時点で 70％に及ぶとされ、特に⻄⽇本
において、この地震への対応・準備が喫緊の課題となっている。 
 演者は 2012 年より愛媛県災害医療コーディネータに任じられ、⼋幡浜・⼤洲圏域の災害準備に携わっている
が、発災直後の救命救助や災害医療の課題に加え、避難所運営や被災者の健康維持の問題に注⽬している。中で
も、⾼齢化し各種疾病の有病率の⾼い本県住⺠の被災後の健康維持に関しては、⾮災害時において各種の準備を
講じておく必要がある。今回は特に有病率が⾼く、脳⾎管障害などの重篤な合併症にもつながり得る、⾼⾎圧症
を念頭に避難環境の整備について論じたい。 
 愛媛県の被害想定（2013 年）において、南海トラフ巨⼤地震１⽇後の避難者数（避難所内外）は 44 万⼈、1
週間後で 47 万⼈、１ケ⽉後で 56 万⼈と推定されている。⼀⽅、厚労省「患者調査の概況」によると⾼⾎圧の総
患者数は 1,011 万とされ、この有病率を本県に当てはめると避難⾼⾎圧患者は 5 万⼈規模に上る。 
 これらの患者の避難において、1)避難環境としては、温暖地域とは⾔え防寒対策が重要であり、また睡眠・プ
ライバシー・⾷事・医療スタッフの派遣および⾎圧測定や記録などの⼀般的な避難環境の整備が求められる。2)
津波避難では⼿持ち薬剤を失う患者が多く想定される。また薬局や医療機関の多くが津波浸⽔域に含まれ、薬品
卸からの陸路アクセスが絶たれると危惧される地域があり、薬剤師会等の事業継続計画策定、⾏政による災害時
薬剤備蓄などの準備が必要となる。 
 ⾼⾎圧患者の災害対策を考えることは他の疾患を有する患者、⾼齢者や妊婦など、他の災害弱者への配慮を実
現することにつながるので、災害医療コーディネータとして地域の組織横断的な協議・準備を推進したい。 
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最初に、発表の機会をいただきました

檜垣会⻑ならびに会員の皆様に感謝申し

上げます。 

さて、私からは「南海トラフ巨⼤地震に

おける 避難と 健康被害の防⽌」と題

して発表します。 

 

 演者は 2012 年より 愛媛県災害

医療コーディネータに任じられ、愛

媛県⻄部地域の災害準備に携わって

います。 

 

 

 さて、南海地震は ユーラシアプレー

トおよびフィリピン海プレートの、２つ

の⼤陸プレートの間の海溝近くで発⽣し

ます。約 100 年間隔で繰り返しており、

今後 30 年以内の発⽣確率は 70％と⾔わ

れます。⼤津波を伴い、マグニチュードは

８前後、東海・東南海地震と連動する場合

には 東⽇本⼤震災のマグニチュード９

を上回る可能性もあります。 



 

 演者の施設は圏域内唯⼀の救急告

⽰病院であり、災害拠点病院、原⼦

⼒災害拠点病院にも指定されていま

す。 

 

 

 ⽴地地域の最⼤震度は６強、地震

から 80 分後には海抜 9m、１階天井

に及ぶ津波が襲来する可能性があり

ます。 

 

 

 市街地のほぼ全域が 4m 以上の 

津波浸⽔想定区域に含まれていま

す。 

 

 

発災１週間後でも、市のほぼ全域

が 上⽔道断⽔および停電の状態で

す。 

これらのライフラインの途絶は松

⼭市よりも南予地域でより深刻で

す。 



 最悪ケースの地震によって、管轄

地域では 1000 ⼈近い死者と、500 ⼈

近い重症患者が発⽣する可能性があ

ります。 

 

 津波避難が適切に⾏われた場合、

多くの津波死亡を防ぐことができま

すが、重症患者については 建物倒

壊などが原因であり、予測数は変わ

りません。 

  ⼋幡浜市において、発災１週間後

の避難者は避難所に 1 万 4000 ⼈、

総数で 2 万⼈に上ります。１ヶ⽉

後においても ⼈⼝の 2/3 以上が避

難を余儀なくされています。 



 

 先ほどの避難者数に 三浦らによ

る ⾼⾎圧症治療率をあてはめます

と、１週間後には⼋幡浜市の避難所

に ６千⼈の⾼⾎圧症治療患者がい

ます。この数は 全県では 9 万 8000

⼈に上ります。 

 震災および津波後の 避難が ⾼

⾎圧患者に悪影響を来たす原因につ

いて考えます。 

その第⼀は 内服治療継続困難

で、患者さんが避難時に持ち出せな

かった、倒壊家屋中に置いて来た、

津波で流された などの状況があり

得ます。 

 ほとんどの医療機関が津波浸⽔域

にあり、また停電に⾒舞われること

から、診療は困難で、患者情報は 取

り出せなくなります。 



 薬局についても ほとんどが津波

浸⽔域にあり、停電し、営業は困難、

患者情報も 提供できません。 

 ⻩⾊い丸は 市内 36 医療施設の

うち 27 施設を⽰しています。その

ほとんどが津波浸⽔域にあり、また

⾮常電源を持つ施設は ２カ所しか

ありません。 

 ⻘丸は 市内 28 薬局のうち 25

店を⽰しています。 

ほとんどが津波浸⽔域にあり、ま

た⾮常電源を持つ施設は  

ありません。 



 薬剤紛失への 対策としては、ま

ず 患者さんには 持ち出し袋に内

服薬・お薬⼿帳を⼊れて 避難して

いただきます。 

 

 
 
 

 

 ⼀⽅、個々の患者の 薬剤情報の

復旧には 患者情報 共 有ネット

ワークが有⽤です。 当地区にはま

だ、このようなシステムはありませ

んが、厚労省の構想で、2020 年度か

ら マイナンバーと連動する ID に

より、全国の患者の医療情報を 共

有できるようになります。 



 この情報をもとに、薬剤師会や卸

業界が 薬剤を提供・配送する体制

が必要ですが、具体的な計画につい

ては 把握していません。 

⼀部の⾃治体は 地元医師会や薬剤

師会の協⼒のもとに、独⾃に薬剤備

蓄を はかっています。 

 愛南町は愛媛県の最南端にあり、

⼤きな津波が 早期に襲来します。

松⼭からの輸送経路なども 損壊・

浸⽔が予想されます。 



 愛南町では本年 5 ⽉、災害時 医

薬品等 備蓄事業実施要綱をまと

め、災害発⽣時における 医薬品の

安定確保のため、町内の薬局に対し、

指定する医薬品の購⼊、備蓄、管理

及び搬出を 委託しています。 

 具体的には、およそ 1000 ⼈の地域

避難所へ ⽀援に⾏き、300 ⼈程度

を診察、⼀⼈当たり最⼤ 3 ⽇分処⽅

する 状況を想定しています。 

 スライドには ある薬局に委託し

て 備蓄する 降圧薬、 

 

循環器系薬剤、神経系作⽤薬を 例

として⽰しています。 



 

 避難所環境の問題について述べま

す。 

 すでにご説明がありましたよう

に、寒冷・精神的ストレスなどによ

り ⾼⾎圧症が増悪し、⼼疾患・脳

⾎管障害などを 招く恐れがありま

す。 

 今年報道された情報ですが、全国

の 公⽴学校の⽼朽化が著しく、半

数以上が 避難所に適さないと⾔わ

れています。 

 ⼋幡浜市には 115 カ所の指定避

難所があり、その約 30％が 学校・

保育所などです。１カ所あたりの 

想定避難者数は 平均 120 ⼈です。 



 学校で発電機を持つ施設はなく、

真っ暗な体育館の中央に ⽯油スト

ーブを置いて 暖を取る態勢です。

他の避難所の中には ⾏政機関のよ

うに 設備の整った所もあります

が、ほとんどが公⺠館など、学校と

ほぼ同様の状況 となっています。 

 

 松⼭と仙台の 冬期３ヶ⽉の １

⽇最⾼ および最低気温を⽰しま

す。 

 ⻘い横線は 過去 30 年間の最低

気温の平均を ⽰しますが、温暖と

さ れ る 松 ⼭ 市 に お い て も 外 気 温

10℃以下になる⽇が かなりの⽇数

に上ることがわかります。 

 避難所における 健康被害を防ぐ

ためには、避難所を巡回して 把握

することが必要です。＿その第⼀と

して、保健師が 避難所や個々の避

難者の スクリーニングをします。 



 しかし、保健師の数は 保健所・

⼋幡浜市で 33 ⼈にとどまり、115

カ所の避難所の、1 万 3 千⼈の避難

者を把握するのは容易ではありませ

ん。 

 地元医師会員は 99 ⼈いますが、

その半数が勤務医で、所属施設での

患者対応に 追われることになるで

しょう。 

 外部からの 医療⽀援としては 

災害派遣医療チーム （DMAT）や

災害時 健康危機管理⽀援チーム

（DHEAT）などが 全国から派遣

されます。しかし、広い被災地に分

散し、当地まで派遣される⼈員は 

僅かではないでしょうか。 



  隣接県や中国地⽅からの ⽀援

ですが、 

同時被災する隣県からの⽀援は 

期待できません。また、⽀援協定の

ある 広島県も被災する可能性があ

り、その⽀援は限定的 かも知れま

せん。 

 近隣地域のみならず、⽀援を御願いす

る可能性のある 遠隔地域との 事前交

流・情報交換をはかり、幾つかの特定の地

域が私共を 具体的に援助して下さるよ

うな 相互関係を築く価値が ありま

す。 

 

 以上、まとめとして、  

１． 近年中に必ず襲来する  

南海トラフ地震後に発⽣する、多数

の避難住⺠の 健康被害を最⼩限に

するための ⽅策について、⼋幡浜

地区の ⾼⾎圧症を有する 避難者

を念頭に 検討しました。 



２．薬剤供給や 避難所の環境整備、

避難所診療などに関して、現時点で

は 具体的な 計画策定には⾄って

いません。 

３．保健所や 災害医療コーディネ

ータを中⼼に、地域における 対策

を講じると 共に、受援計画策定と 

遠隔地域との交流・情報交換を は

かる価値があります。 

 

 以上、ご静聴 有難うございまし

た。 

 


